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(57)【要約】
【課題】簡易な構成で正面照度の向上を図ることが可能
な照明機器を提供する。
【解決手段】直流電力により照明用の光を発する照明機
器３は、矩形形状の開口部を有する筐体３１と、開口部
に向けて発光するように筐体３１の収容空間に収容され
る光源３２と、光源３２の光を開口部の方向に反射する
反射板３３と、光源３２の光が照明用として照明機器３
から出射する前に光源３２の光を拡散する拡散板３４と
、筐体３１に着脱可能に取り付けられる前面パネル３５
と、を備えている。光源３２の光は、互いに離間する反
射板３３と拡散板３４とにより画定される導光空間Ａ１
で拡散反射を繰り返す。これにより、正面照度の向上が
図られる。
【選択図】図３
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【実用新案登録請求の範囲】
【請求項１】
　所定形状の開口部を有する本体と、
　前記本体の前記開口部に向けて発光するように当該本体に収容される光源と、
　前記光源の光を拡散反射する反射部材と、
　前記反射部材に対して前記光源とは反対の側で当該反射部材と離間して位置し、当該反
射部材で拡散反射した前記光源の光を透過して前記本体の外部に出射する透過部材と、
　を少なくとも備えることを特徴とする照明機器。
【請求項２】
　前記本体の前記開口部周縁に取り付けられる前面部材をさらに備え、
　前記反射部材は、前記本体に取り付けられた前記前面部材と前記光源または当該光源の
周囲にある部材とに挟まれることにより当該本体に保持される、ことを特徴とする請求項
１に記載の照明機器。
【請求項３】
　前記本体の前記開口部周縁に取り付けられる前面部材をさらに備え、
　前記反射部材は、前記本体の前記開口部周縁と前記前面部材との間に挟まれることによ
り当該本体に保持される、ことを特徴とする請求項１に記載の照明機器。
【請求項４】
　前記反射部材は、所定形状の平面部材を折ることで立体形状に形成されるものであるこ
とを特徴とする請求項１ないし３のいずれか１項に記載の照明機器。
【請求項５】
　前記光源は、前記本体の前記開口部を介して外部に連通する内部空間において前記開口
部とは反対側に位置し、
　前記反射部材は、前記開口部の側が前記光源の側よりも開口面積が大きい、ことを特徴
とする請求項１ないし４のいずれか１項に記載の照明機器。
【請求項６】
　前記光源は、チップオンボード型ＬＥＤであり、
　前記反射部材は、ＰＥＴを含む材料で形成されていることを特徴とする請求項１ないし
５のいずれか１項に記載の照明機器。
【考案の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本考案は、照明機器に関する。
【背景技術】
【０００２】
　例えば、特許文献１は、少なくとも一つの開口を含み、中には中空領域が形成されてい
る枠体と、枠体における開口に配置された拡散フィルムと、枠体の内側に配設された反射
フィルムと、枠体の中空領域において配置された少なくとも一つの光源を備える面光源装
置を開示する。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】実用新案登録第３１２２５４８号公報
【考案の概要】
【考案が解決しようとする課題】
【０００４】
　ここで、従来から提案されている照明機器の構成では、簡易な構成で正面照度の向上を
図ることが困難であった。
　本考案の目的は、簡易な構成で正面照度の向上を図ることが可能な照明機器を提供する
ことにある。
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【課題を解決するための手段】
【０００５】
　本考案が適用される照明機器は、所定形状の開口部を有する本体と、前記本体の前記開
口部に向けて発光するように当該本体に収容される光源と、前記光源の光を拡散反射する
反射部材と、前記反射部材に対して前記光源とは反対の側で当該反射部材と離間して位置
し、当該反射部材で拡散反射した前記光源の光を透過して前記本体の外部に出射する透過
部材と、を少なくとも備えることを特徴とするものである。
　ここで、前記本体の前記開口部周縁に取り付けられる前面部材をさらに備え、前記反射
部材は、前記本体に取り付けられた前記前面部材と前記光源または当該光源の周囲にある
部材とに挟まれることにより当該本体に保持される、ことを特徴とすることができる。
　また、前記本体の前記開口部周縁に取り付けられる前面部材をさらに備え、前記反射部
材は、前記本体の前記開口部周縁と前記前面部材との間に挟まれることにより当該本体に
保持される、ことを特徴とすることができる。
　上述の場合には、前記反射部材は、所定形状の平面部材を折ることで立体形状に形成さ
れるものであることを特徴とすることができる。また、前記光源は、前記本体の前記開口
部を介して外部に連通する内部空間において前記開口部とは反対側に位置し、前記反射部
材は、前記開口部の側が前記光源の側よりも開口面積が大きい、ことを特徴とすることが
できる。さらには、前記光源は、チップオンボード型ＬＥＤであり、前記反射部材は、Ｐ
ＥＴを含む材料で形成されていることを特徴とすることができる。
【考案の効果】
【０００６】
　本考案によれば、簡易な構成で正面照度の向上を図ることが可能になる。
【図面の簡単な説明】
【０００７】
【図１】照明装置の構成を説明するブロック図である。
【図２】照明装置の照明機器の構成を説明する分解斜視図である。
【図３】照明装置の照明機器の構成を説明する概略縦断面図である。
【図４】反射板の構成例を説明する図であり、（ａ）は一例を示す平面図、（ｂ）は他の
例を示す平面図である。
【図５】反射板の別の構成例を説明する図であり、（ａ）は、折る前の反射板の断面図で
あり、（ｂ）は、折った状態の反射板の断面図である。
【図６】反射板のまた別の構成例を説明する図であり、（ａ）は、一例を示す平面図、（
ｂ）は、筐体と共に他の例の反射板を示す平面図、（ｃ）は、筐体と共に比較例の反射板
を示す平面図である。
【図７】照明装置の照明機器の他の構成例を説明する概略縦断面図である。
【図８】光源からの配光を説明する図であり、（ａ）は照明機器の概略部分縦断面図であ
り、（ｂ）は平面図である。
【図９】本実施の形態における配光を説明する図である。
【図１０】比較例における配光を説明する図である。
【図１１】照明機器の照度特性を示すグラフであり、（ａ）は本実施の形態の場合、（ｂ
）は比較例の場合を示す。
【考案を実施するための形態】
【０００８】
　以下、添付図面を参照して、本考案の実施の形態について詳細に説明する。
〔照明装置１００の構成〕
　まず照明装置１００の構成について図１を用いて説明する。
　図１は、照明装置１００の構成を説明するブロック図である。
　同図に示すように、照明装置１００は、交流電源１から交流電力（電圧、電流）が供給
されると直流を生成出力する電源ユニット２と、電源ユニット２の直流電力により照明用
の光を発する照明機器３と、を備える。
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　交流電源１は、いわゆる商用電源であって、例えば、５０Ｈｚ又は６０Ｈｚの８５～２
６５Ｖである。
【０００９】
　電源ユニット２は、照明機器３に電流を供給し、また、照明機器３は、発光ダイオード
ＬＥＤが直列接続されて構成されている発光ダイオードアレイを備えている。
　照明機器３において、例えば、４個の発光ダイオードアレイを並列し、１個の発光ダイ
オードアレイに２８個の発光ダイオードＬＥＤが直列接続されている場合を説明する。１
個の発光ダイオードＬＥＤは、例えば、順方向電圧２．９Ｖ、順方向電流５２．５ｍＡで
あると、１個の発光ダイオードアレイは、電圧約８０Ｖ、電流約５２．５ｍＡが供給され
ると点灯する。そのため、電源ユニット２は、電圧約８０Ｖ、電流約２１４ｍＡを照明機
器３に供給する。すなわち、電源ユニット２は、照明機器３に電力約１７Ｗを供給すれば
よい。なお、発光ダイオードアレイの数や、発光ダイオードアレイ１個当たりの発光ダイ
オードＬＥＤの数はその一例であり、他の数であってもよい。
【００１０】
〔照明機器３の構成〕
　次に、照明装置１００の照明機器３について、図２および図３を用いて説明する。なお
、このような照明機器３は、下向き照射になるように設置されるものであるが、これに限
られない。
　図２および図３は、照明装置１００の照明機器３の構成を説明する図であり、図２は分
解斜視図、図３は概略縦断面図である。
　図２または図３に示すように、照明機器３は、収容空間Ａを有し、収容空間Ａを外部に
繋ぐ平面視で矩形形状の開口部３１ａを有する筐体３１と、開口部３１ａに向けて発光す
るように筐体３１の収容空間Ａに収容される光源３２と、を備えている。また、照明機器
３は、光源３２の光を開口部３１ａの方向に反射する反射板３３と、光源３２の光が照明
用として照明機器３から出射する前に光源３２の光を拡散する拡散板３４と、筐体３１に
着脱可能に取り付けられる前面パネル３５と、を備えている。反射板３３は、反射部材の
一例であり、拡散板３４は透過部材の一例であり、前面パネル３５は前面部材の一例であ
る。
　なお、上述の筐体３１を、照明機器３の本体と把握することができる。また、筐体３１
にネジ部材３６で前面パネル３５を取り付けると筐体３１および前面パネル３５が一体状
態になり、かかる一体状態の筐体３１および前面パネル３５を、照明機器３の本体と把握
することもできる。
【００１１】
　筐体３１には、光源３２等で発生した熱を外部に放出するための複数の放熱フィンが形
成されている。また、筐体３１は、良好な熱伝導の金属製であり、より具体的には、本実
施の形態では、熱伝導率の高いアルミニュームで製造されている。そして、かかる筐体３
１は、アルミニュームを押出成形方式によって製造したアルミ押し出し材である。例えば
、ダイカストの場合には、熱伝導率が９６であり、これに対し、本実施の形態で採用する
アルミ押し出し材である押出用合金（Ａ６０６３Ｓ－Ｔ５）は２３６の熱伝導率であり、
ダイカストの約２．５倍である。したがって、筐体３１において、光源３２等の熱は放熱
フィンに伝導され、放熱フィンから効率的に放出される。
　また、筐体３１にアルミ押し出し材を用いることで、アルミダイカストを用いる場合に
比べて、放熱効果に優れ、また、小型軽量化を容易に実現することが可能になる。さらに
は、防水構造や防爆構造を容易に実現することが可能になる。
　なお、筐体３１には、例えば電線や信号線を通すための穴が形成されるが、不図示の封
止部材を用いることで筐体３１の収容空間Ａをほぼ密閉の状態に確保することも可能であ
る。
　本実施の形態では、開口部３１ａが矩形形状であるが、他の形状例えば円形状のものを
採用することも考えられる。
【００１２】
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　図２または図３に示す照明機器３の光源３２は、チップオンボード型ＬＥＤである（Ｃ
ＯＢ）。より詳細には、光源３２は、複数のチップにより構成される円形状の発光面３２
ａと、複数のチップを搭載する基板３２ｂと、を持つ。
　光源３２の基板３２ｂは、例えばセラミックやアルミニューム等を材質とするものであ
る。なお、複数のチップの給電端子は基板３２ｂの上面（発光面３２ａ側の面）に位置し
、基板３２ｂの底面にはないことから、光源３２を平たんな面に取り付けることが可能で
ある。基板３２ｂは、不図示のネジで取り付ける際に用いられる複数（図２の例では２個
）の取付け穴を有する。
　本実施の形態では、光源３２が単数であるが、複数配設する例も考えられる。
　なお、本実施の形態では、光源３２の発光面３２ａは、円形状であるが、他の形状例え
ば矩形形状のものを採用することも考えられる。
【００１３】
　光源３２は、後述するように、筐体３１において開口部３１ａから離れて位置する平面
状の取付面３１ｂに取り付けられている。光源３２が取付面３１ｂに取り付けられると、
発光面３２ａが開口部３１ａの方向に向いている。このため、光源３２は、取付面３１ｂ
から開口部３１ａに向かう方向（図２における上方向）に発光する。光源３２の基板３２
ｂの外形寸法は、開口部３１ａよりも小さい。
　筐体３１の取付面３１ｂは、筐体３１の収容空間Ａを画定するものであり、収容空間Ａ
における奥行き方向（図２における下方向）の位置を規定する。
【００１４】
　図２または図３に示す照明機器３の反射板３３は、筐体３１の収容空間Ａにおける開口
部３１ａと光源３２の基板３２ｂとの間に位置する。そして、反射板３３は、光源３２の
発光面３２ａから発せられる光を開口部３１ａに向かわせるように反射する。より詳細に
は、反射板３３は、光源３２の発光面３２ａと略平行になる矩形形状の略平行面３３ａと
、矩形形状の略平行面３３ａと交差する方向に延びる傾斜面３３ｂと、を有する。このよ
うな反射板３３は、図２を参照すると、立体的な形状に形成されている。
　さらに説明すると、これら反射板３３の略平行面３３ａおよび傾斜面３３ｂは、入射し
た光をほぼ反射する反射面３３１を持つ。かかる反射面３１１は、筐体３１の取付面３１
ｂ側ではなく、筐体３１の開口部３１ａ側に位置する。図３に示すように、反射面３１１
は、反射する光を高い割合で拡散する拡散反射の特徴を持つ。
【００１５】
　図２に示すように、反射板３３の略平行面３３ａには、光源３２の発光面３２ａの外形
よりも大きい寸法で形成される円形状の穴３３ａａが形成されている。すなわち、発光面
３２ａの光は、反射板３３の穴３３ａａを通って筐体３１の開口部３１ａに向かう。なお
、反射板３３の穴３３ａａは、発光面３２ａよりも大きなものであれば、その形状は円形
に限らない。付言すると、光源３２の発光面３２ａが円形以外の形状の場合に円形または
円形以外の形状とすることも考えられる。
　反射板３３の傾斜面３３ｂは、矩形形状の略平行面３３ａの縁部の一辺から矩形形状の
開口部３１ａの対応する一辺に向けて傾斜する。
【００１６】
　さらに説明すると、図３に示すように、反射板３３は、筐体３１の収容空間Ａを、光源
３２の光を開口部３１ａに向かわせるための空間である反射空間ないし導光空間（以下、
導光空間Ａ１という）と、光源３２の光量がほとんどない乃至極めて少ない空間である非
反射空間ないし非導光空間（以下、非導光空間Ａ２という）と、に仕切るように作用する
。言い換えると、反射板３３は、収容空間Ａの一部を仕切って導光空間Ａ１とする。別の
表現をすると、反射板３３は、収容空間Ａの一部を導光空間Ａ１とする。
　ここで、反射板３３については、上述の導光空間Ａ１の光が上述の非導光空間Ａ２に漏
れないようにするために、略平行面３３ａおよび４つの傾斜面３３ｂにより連続する面を
形成することが求められる。より具体的には、反射板３３を、略平行面３３ａと４つの傾
斜面３３ｂとが相互に固着されると共に隣り合う傾斜面３３ｂの辺同士が相互に固着され
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るように形成することにより、収容空間Ａを導光空間Ａ１と非導光空間Ａ２とに仕切る例
が考えられる。また、反射板３３を、例えば隣り合う傾斜面３３ｂの辺同士が分離してい
るものの、筐体３１の収容空間Ａに収容される際に辺同士が密着し合うことで、収容空間
Ａを導光空間Ａ１と非導光空間Ａ２とに仕切る例も考えられる。
【００１７】
　図２または図３に示す照明機器３の拡散板３４は、反射板３３に対して光源３２とは反
対の側に位置する。また、拡散板３４は、反射板３３と離間して位置することで、筐体３
１の内部に上述の導光空間Ａ１が形成される。
　また、拡散板３４は、筐体３１の開口部３１ａ付近に位置する。そして、拡散板３４は
、図３に示すように、反射板３３により反射された光源３２の光をさらに反射したり透過
したりする。このような拡散板３４は、反射する際に拡散する。拡散板３４は、高透過率
の板状部材であり、高い透過率の拡散透過という特徴を持つ。
　このような拡散板３４により、光源３２の光が明るく光る部分とそれほど明るく光らな
い部分との不均一が抑制される。例えば、光源３２の位置に対応する開口部３１ａの平面
視略中央部分の光がその周辺に拡散されることで、光源３２の光が極めて明るくて突き刺
さるような感じが和らぐようになる。
【００１８】
　拡散板３４は、反射板３３と共に導光空間Ａ１を画定することになる。さらに説明する
と、光源３２の光は、反射板３３で反射し拡散板３４で拡散されて外部に出射される。こ
のように、光源３２の光が反射板３３の穴３３ａａ（図２参照）を通って導光空間Ａ１に
入ると、導光空間Ａ１にて反射板３３と拡散板３４との反射拡散を繰り返す。このような
繰り返しにより、筐体３１の開口部３１ａにおいて光源３２から離れた位置にも光源３２
の多くの光が届き、場所に応じて明るさにバラツキがある状態を緩和することが可能であ
る。
【００１９】
　図２または図３に示す照明機器３の前面パネル３５は、筐体３１の開口部３１ａ周縁に
ネジ部材３６で取り付けられる。すなわち、前面パネル３５は、矩形形状であり、その四
隅にネジ部材３６用の取付け穴３５ａが形成されている。また、開口部３１ａ周縁の取付
け穴３５ａに対応する筐体３１の位置に、ネジ部材３６用の取付けメネジ３１ｃが形成さ
れている。このように、前面パネル３５は、４本のネジ部材３６を使って筐体３１に固定
される。
【００２０】
　また、前面パネル３５は、拡散板３４の取付けとしての機能を持つ。すなわち、筐体３
１の開口部３１ａを覆うように拡散板３４を載置してから前面パネル３５を筐体３１に固
定すると、拡散板３４が筐体３１と前面パネル３５との間に挟まれる。このように、拡散
板３４は、前面パネル３５により筐体３１に取り付けられる。前面パネル３５および拡散
板３４が筐体３１に固定されると、筐体３１と共に照明機器３の外面を構成する。
【００２１】
　さらには、前面パネル３５により筐体３１に取り付けられた拡散板３４は、反射板３３
の取付けとしての機能を持つ。すなわち、反射板３３の穴３３ａａが光源３２の発光面３
２ａに対応する位置にある場合、反射板３３は、拡散板３４により光源３２の方向に押し
込まれることで位置決めされる。このように反射板３３が位置決めされると、反射板３３
の略平行面３３ａが筐体３１の取付面３１ｂに取り付けられた部品（例えば光源３２の基
板３２ｂ）と接すると共に、反射板３３のエッジ部３３ｃが拡散板３４と接する。このよ
うに、反射板３３の取付けは、反射板３３自体を例えばネジ締結や爪係止等によって行わ
れるのではなく、他の部材（筐体３１、光源３２、拡散板３４等）と接触すること、言い
換えれば出射方向に関する二方向に他の部材で挟み込まれることにより行われる。
【００２２】
　図３に示すように、筐体３１の取付面３１ｂに、光源３２を保持するホルダー部材３７
を取り付ける構成を採用する場合、反射板３３は、ホルダー部材３７と拡散板３４とで挟
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み込むことにより保持される。また、反射板３３を、筐体３１の取付面３１ｂと拡散板３
４とで挟み込むことにより保持する例も考えられる。
【００２３】
　また、反射板３３を、筐体３１と拡散板３４との間に挟み込んで取り付ける例も考えら
れる。すなわち、拡散板３４を筐体３１に取り付ける際に、反射板３３の一部を筐体３１
と拡散板３４との間に位置させることで、固定するものである。その詳細を後述する。
【００２４】
〔反射板３３の種々の構成例〕
　次に、反射板３３の種々の構成例について説明する。
　図４は、反射板３３の構成例を説明する図であり、（ａ）は一例を示す平面図、（ｂ）
は他の例を示す平面図である。さらに説明すると、（ａ）および（ｂ）の各々における左
側の図は平板のままであり折る前の状態を示す平面図であり、右側の図は、折ることで立
体的な形状になった状態を示す平面図である。すなわち、図４に示す反射板３３は、最初
から立体的な形状に形成されるもの（例えば成形品）ではなく、予め定められた形状の平
板を折ることで所望の立体的な形状に組み立てて用いる。このため、製造コストを容易に
低減することが可能である。
【００２５】
　図４（ａ）に示す例では、折る前の反射板３３において、折ることでエッジ部３３ｃに
なる辺に隣接する辺３３ｄは、直線状に形成されている。
　その一方で、図４（ｂ）に示す例では、折ることでエッジ部３３ｃになる辺に隣接する
辺３３ｄは、外に凸の円弧状に形成されている。なお、図４（ｂ）の左側の図に示す破線
は、同図（ａ）の場合との形状の違いを示すために付したものであり、同図（ａ）の辺３
３ｄの位置を示す。
　反射板３３は、上述したように、挟み込まれて取り付けられることから、反射板３３の
エッジ部３３ｃが前面パネル３５に押圧される（図３参照）。そのような押圧作用により
、辺３３ｄが直線に形成されている図４（ａ）の場合には、辺３３ｄ同士の間に隙間がで
きてしまう場合があり得る（右側の図参照）。このような隙間は、光源３２の光が照明と
して利用される割合を低下してしまい、好ましくない。
　その一方で、辺３３ｄが円弧状に形成されている図４（ｂ）の場合には、押圧されても
辺３３ｄ同士の間に隙間が生じ難く（右側の図参照）、図４（ａ）の場合と比べて照明機
器３から出射される光量の低下を抑制することが可能になる。
【００２６】
　なお、図４（ａ）、（ｂ）の左側の図に示すように、反射板３３には、隣り合う傾斜面
３３ｂ同士を繋ぐためののり代が形成されていないが、そのようなのり代を形成する例も
考えられる。このようなのり代を形成する場合には、反射板３３を折って組み立てること
で立体的な形状が定まることから、組立て作業性が向上する。
【００２７】
　図５は、反射板３３の別の構成例を説明する図であり、（ａ）は、折る前の反射板３３
の断面図であり、（ｂ）は、折った状態の反射板３３の断面図である。
　図５に示すように、折る方向とは反対の面の折り目位置に溝部３３ｅが形成されている
。このため、反射板３３を折る作業を行おうとする場合、溝部３３ｅの位置を目で確認し
、その溝部３３ｅを山折りすることにより、作業を容易に行うことができる。
【００２８】
　図６は、反射板３３のまた別の構成例を説明する図であり、（ａ）は、一例を示す平面
図、（ｂ）は、筐体３１と共に他の例の反射板３３を示す平面図、（ｃ）は、筐体３１と
共に比較例の反射板ｐ３３を示す平面図である。（ａ）における左側の図は平板のままで
あり折る前の状態を示す平面図であり、右側の図は、折ることで立体的な形状になった状
態を示す平面図である。そして、（ａ）では、説明の便宜のために筐体３１を破線で図示
する。
【００２９】



(8) JP 3209315 U 2017.3.9

10

20

30

40

50

　図６（ａ）に示す例では、左側の図から明らかなように、エッジ部３３ｃと辺３３ｄと
の間に中間辺３３ｆが形成されている。かかる中間辺３３ｆは、エッジ部３３ｃと交差す
る方向に延びると共に、辺３３ｄとも交差する方向に延びている。より具体的には、中間
辺３３ｆは、エッジ部３３ｃと略直交する。これにより、図６（ａ）の右側の図に示すよ
うに、反射板３３と筐体３１の開口部３１ａ周縁との間の隙間を少なくすることが可能に
なる。より詳細には、開口部３１ａ周縁の四隅（角部）では、反射板３３と筐体３１との
隙間があるものの、それ以外の周縁部分（直線部）では、反射板３３と筐体３１との隙間
がほぼなくなることから、筐体３１の開口部３１ａにおける反射板３３との間のトータル
隙間面積を少なくすることが可能になる。
　図６（ｃ）に示す比較例の場合には、角部で反射板ｐ３３と筐体３１との間の隙間が少
ないものの、直線部では、反射板ｐ３３と筐体３１との間の隙間が所定幅存在することか
ら、反射板ｐ３３と筐体３１とのトータル隙間面積は、同図（ａ）の場合よりも多くなっ
てしまう。言い換えると、図６（ａ）の構成を採用すると、同図（ｃ）に示す比較例の場
合に比べて、トータル隙間面積を少なくすることが可能になる。
【００３０】
　図６（ｂ）に示す他の例の場合は、同図（ａ）に示す反射板３３を折ることで立体的な
形状にする構成ではなく、立体的な成形品である。そして、図６（ｂ）に示す場合も、同
図（ａ）の場合と同じく、直線部での隙間が少なく、角部では小さい隙間３３ｇが形成さ
れているに過ぎないことから、同図（ｃ）に示す比較例の場合に比べて、トータル隙間面
積を少なくすることが可能になる。
【００３１】
　ここで、照明装置１００の照明機器３について、図３の場合とは異なる他の構成例を図
７で説明する。
　図７は、照明装置１００の照明機器３の他の構成例を説明する概略縦断面図であり、図
３に対応するものである。なお、図７では、反射板３３の取付けに関する他の構成例を示
していることから、重複する説明を省略し、反射板３３の取付けについて説明する。
　図７に示す他の構成例では、反射板３３の一部が筐体３１と拡散板３４との間に挟まれ
ることで、反射板３３の取付けが行われる。より具体的に説明する。図７に示す反射板３
３は、図３に示す場合とエッジ部３３ｃが異なり、フランジ部３３ｈが形成されている。
　図７の場合の反射板３３は、立体的な一体成形品で構成されているが、これに限られず
、フランジ部３３ｈ付きで所定形状の平板から折ることで立体的に構成する例も考えられ
る。
【００３２】
　反射板３３のフランジ部３３ｈは、断面形状が筐体３１の開口部３１ａ周縁に対応する
ように凹形状に形成されている。このような筐体３１の凹形状部にフランジ部３３ｈが入
り込むことで、反射板３３が筐体３１と係合し、位置決めされる。かかるフランジ部３３
ｈは、エッジ部３３ｃ全周にわたって形成される場合のほか、全周ではなく部分的に形成
される場合も考えられる。
　反射板３３のフランジ部３３ｈは、筐体３１にネジ部材３６で前面パネル３５を取り付
けると、前面パネル３５により筐体３１の凹形状部から抜けないようになる。こうして、
反射板３３は、筐体３１に固定される。このように反射板３３が筐体３１に固定されると
、反射板３３の光源３２に対する位置決めがなされ、光源３２の発光面３２ａと反射板３
３の穴３３ａａとの相対的な位置が定まる。
【００３３】
〔照明機器３の配光について〕
　次に、照明機器３の配光について説明する。
　図８は、光源３２からの配光を説明する図であり、（ａ）は照明機器３の概略部分縦断
面図であり、（ｂ）は平面図である。
　図８（ａ）および（ｂ）に示すように、光源３２で発せられた光の配光範囲は、例えば
光源３２の発光面３２ａと反射板３３の穴３３ａａおよび傾斜面３３ｂとの相対的な位置
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【００３４】
　図９は、本実施の形態における配光を説明する図であり、図１０は、比較例における配
光を説明する図である。より詳細には、図１０の比較例では、図９に示す本実施の形態で
備える反射板３３を備えていない。なお、比較例では、本実施の形態で備える拡散板３４
を備える構成を採用するが、一般的なガラス板を用いる構成を採用する場合も比較例に含
めることができる。
　図９に示す本実施の形態の場合には、光源３２からの光が反射板３３や拡散板３４によ
り拡散反射する。これに対し、図１０に示す比較例の場合では、光源３２からの光が反射
や拡散をほぼせずに直接透過していくことから、図９の場合に比べて配光範囲が狭い。
【００３５】
　ここで、図１１は、照明機器３の照度特性を示すグラフであり、（ａ）は本実施の形態
の場合、（ｂ）は比較例の場合を示す。なお、（ａ）および（ｂ）のいずれも、横軸が中
央位置を０度とする角度であり、縦軸が光源３２から３ｍ離れた位置の照度（ｌｘ）であ
る。
　図１１（ａ）に示す本実施の形態は、同図（ｂ）に示す比較例の場合と比べて、光源３
２に対応する領域での光密度が低くなると共に広い面積から出射するようになる。このよ
うな違いは、本実施の形態が反射板３３および拡散板３４を用いる組み合わせを採用する
ことに起因するものである。
【００３６】
　ここで、反射板３３として、例えばＰＥＴシートのものを用いることが考えられ、その
一例として、全反射率９９％（そのうち９６％が拡散反射）という優れた光反射性能を持
つ超微細発泡光反射板（ＭＣＰＥＴ。古河電気工業株式会社）を用いることができる。な
お、反射板３３は、所定温度（例えば摂氏１７７度）の耐熱性を持つ。
　また、拡散板３４として、例えば光拡散ポリカーボネート板を用いることが考えられ、
その一例として、全光線透過率９４％で拡散光線透過率９２％、平行光線透過率２％とい
う光透過性能で片面ブラストのアロマブライト（登録商標。日本ポリエステル株式会社）
を用いることができる。
　このような反射板３３および拡散板３４を用いる組み合わせにより、反射板３３および
拡散板３４を用いない場合に比べて、正面照度が４２％改善され、また、光源３２の発光
面３２ａが和らぐ。
【００３７】
　なお、本考案を実施の形態を用いて説明したが、本考案の技術的範囲は上記実施の形態
には限定されない。本考案の精神及び範囲から逸脱することなく様々に変更したり代替態
様を採用したりすることが可能なことは、当業者に明らかである。
【符号の説明】
【００３８】
１…交流電源、２…電源ユニット、３…照明機器、３１…筐体、３１ｂ…取付面、３１ｃ
…取付けメネジ、３２…光源、３２ａ…発光面、３２ｂ…基板、３３…反射板、３３ａ…
略平行面、３３ａａ…穴、３３ｂ…傾斜面、３３ｃ…エッジ部、３３ｄ…辺、３３ｅ…溝
部、３３ｆ…中間辺、３３ｇ…隙間、３３ｈ…フランジ部、３４…拡散板、３５…前面パ
ネル、３５ａ…取付け穴、３６…ネジ部材、３７…ホルダー部材、１００…照明装置、３
１１…反射面、Ａ…収容空間、Ａ１…導光空間、Ａ２…非導光空間
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